
端数計算はどのように？10 

この章では、消費税の課税標準額及び税額などの「端数計算の方法」について

説明します。

 消費税の課税標準額及び税額などの端数計算の方法については、次のと
おりです。

消費税額及び地方消費税額を
含みます。

参照→課税標準額はP27

注1

注2

［1］課税標準額の端数は
 課税標準額を算式で求めるとき、1,000円未満の端数は切り捨てます。
 課税標準額は、課税期間中の課税資産の譲渡等の税込価額（注1）の合計

額に       （標準税率）又は  （軽減税率）を掛けて算出します。 ）2注（

［2］消費税額の端数は
  課税期間の課税標準額に対する消費税額は、［１］によって算出
した課税標準額に税率を掛けて算出します。

課税資産の譲渡等の
税込価額の合計額
（標準税率の対象）

＝ ×
100

110

課税標準額
（標準税率の対象）

（1,000円未満切捨て）

（1,000円未満切捨て）

［1］で算出した各
課税標準額

課税標準額に対する
消費税額

7.8%（標準税率）
又は

6.24%（軽減税率）

課税資産の譲渡等の
税込価額の合計額
（軽減税率の対象）

＝ ×
100

108

課税標準額
（軽減税率の対象）

（1,000円未満切捨て）

適格請求書等に記載した
消費税額等の合計額＝ ×

78

100

課税標準額に
対する消費税額
（１円未満切捨て）

＝ ×

100
110

100
108

参照→税率はP2

　なお、売上税額につき積上げ計算を行う場合には、税率ごとに課
税資産の譲渡等の税込価額の合計額から適格請求書等に記載された
消費税額等を差し引いた金額（1,000円未満切捨て）が課税標準額と
なります。

　なお、売上税額につき積上げ計算を行う場合には、次により計算
した金額が課税標準額に対する消費税額となります。

特定課税仕入れ（参照→P49）
がある場合は、特定課税仕入れ
に係る支払対価の額の合計額も
課税標準額となります。

［3］課税仕入れに係る消費税額などの端数は
① 課税仕入れに係る消費税額、売上対価の返還等の金額に
係る消費税額及び貸倒れに係る消費税額に、１円未満の端数
があるときは、端数を切り捨てます。

② 課税標準額に対する消費税額から課税仕入れ等に係る
消費税額などを控除した税額（差引税額）に、100円未満
の端数があるときは、端数を切り捨てます。

消費税及び地方消費税の申告書

［1］
［2］
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［3］①
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3. 消費税のプラットフォーム課税について

さ ら に 詳 し く

「特定役務の提供」には、
例えば、国外事業者が対価
を得て芸能人として行う映
画、テレビへの出演、音楽
家として行う演劇、演奏、
職業運動家として行うスポ
ーツ競技大会等への出場な
どが該当します。

注15

2. 特定役務の提供（国外事業者が国内で行う芸能・スポーツ
 等の役務の提供）に係る課税方式等
［1］「特定役務の提供」とは

 「特定役務の提供」（注15）　とは、国外事業者(P49注1)が行う、映画若

しくは演劇の俳優、音楽家その他の芸能人又は職業運動家の役務の

提供を主たる内容とする事業として行う役務の提供のうち、当該国外

事業者が他の事業者に対して行うもの（不特定かつ多数の者に対して

行う役務の提供を除きます。）をいいます。

［2］納税義務者（リバースチャージ方式について）

 国外事業者が国内で行う「特定役務の提供」については、「事業者向

け電気通信利用役務の提供」と同様に、当該役務の提供を受けた事業

者が「特定課税仕入れ」としてリバースチャージ方式により申告・納税

を行うこととされています。（P49注4・注5）

国税庁ホームページに特集ページ「国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税関係について」を開

設しています。詳しくは、特集ページに掲載している各種リーフレットやQ&Aをご参照ください。

令和7年4月1日以後に、国外事業者が、デジタルプラットフォーム
（注16）を介して行う消費者向け電気通信利用役務の提供で、かつ、特
定プラットフォーム事業者（注17）を介して当該役務の提供の対価を収
受するものについては、当該特定プラットフォーム事業者が当該役
務の提供を行ったものとみなして申告・納税を行うこととなります。
なお、次の場合はプラットフォーム課税の対象となりません。
・ 国内事業者がデジタルプラットフォームを介して消費者向け電
気通信利用役務の提供を行う場合

・ デジタルプラットフォームを介さずに消費者向け電気通信利用
役務の提供を行う場合

・ デジタルプラットフォームを介して行う消費者向け電気通信利
用役務の提供で、特定プラットフォーム事業者を介さずに当該
役務提供の対価を収受している場合

（注）　プラットフォーム課税の対象とならない消費者向け電気通
信利用役務の提供は、当該役務の提供を行う事業者が申告・納
税を行うこととなります。 

デジタルプラットフォームと
は、例えば、アプリストアや
電子書籍のオンラインモール
などがこれに該当します。

注16

特定プラットフォーム事業者と
は、一定の要件を満たすプラッ
トフォーム事業者であるとして、
国税庁長官の指定を受けた事
業者をいいます。
国税庁長官が特定プラット
フォーム事業者を指定した場
合、国税庁ホームページの「特
定プラットフォーム事業者名
簿」で公表しています。

注17

　国税庁ホームページに特集ページ「消費税のプラットフォーム課税について」を開設しています。
　詳しくは、特集ページに掲載している各種リーフレットやQ&Aをご参照ください。
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